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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　要求加速度に対応する要求トルクと路面の推定勾配から算出された推定勾配トルクを加
算してフィードフォワード制御を実行し、フィードフォワードトルクを出力するフィード
フォワード制御器（３ｃ）と、
　前記要求加速度と実加速度との差分に基づいてフィードバック制御を実行し、前記路面
の推定勾配を用いることなく算出されたフィードバックトルクを出力するフィードバック
制御器（３ｆ）とを有し、
　前記フィードフォワードトルクと前記フィードバックトルクを加算して車両の前後方向
の加速度を制御するための最終的な要求トルクを出力する前後加速度制御装置であって、
　前記推定勾配の信頼度である推定勾配信頼度を算出する推定勾配信頼度算出部（３ｈ）
と、
　前記推定勾配信頼度算出部にて算出された前記推定勾配信頼度の低下に応じて、前記フ
ィードバック制御器のゲインを高くする補正を行うことで、前記フィードバックトルクを
補正するフィードバックトルク補正部（３ｉ）と、を具備することを特徴とする前後加速
度制御装置。
【請求項２】
　前記推定勾配信頼度算出部にて算出された前記推定勾配信頼度の低下に応じて前記推定
勾配トルクを補正する推定勾配トルク補正部（３ｋ）を有し、
　前記フィードフォワード制御器は、前記推定勾配トルク補正部にて補正された後の前記
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推定勾配トルクと前記要求加速度に対応する要求トルクを加算して前記フィードフォワー
ドトルクを演算することを特徴とする請求項１に記載の前後加速度制御装置。
【請求項３】
　前記推定勾配トルク補正部は、前記推定勾配信頼度算出部が算出した前記推定勾配信頼
度の低下に応じて、前記推定勾配トルクの絶対値が小さくなるように、該推定勾配トルク
を補正することを特徴とする請求項２に記載の前後加速度制御装置。
【請求項４】
　前記推定勾配トルク補正部は、前記推定勾配信頼度算出部が算出した前記推定勾配信頼
度の低下に応じて、前記推定勾配トルクの誤差幅を算出し、前記推定勾配トルクを前記誤
差幅に応じて補正することを特徴とする請求項３に記載の前後加速度制御装置。
【請求項５】
　前記フィードバックトルク補正部は、前記推定勾配信頼度とフィードバック用信頼性係
数との関係を示すマップもしくは関係式を有し、該マップから、もしくは前記関数式を用
いて、前記推定勾配信頼度に対応するフィードバック用信頼性係数を求めると共に、該フ
ィードバック用信頼性係数と前記フィードバックトルクを掛け合わせて、前記フィードバ
ックトルクを補正することを特徴とする請求項１に記載の前後加速度制御装置。
【請求項６】
　前記推定勾配トルクは、路面勾配によって前記車両に発生する前後方向の加速度である
推定路面加速度をトルク換算したものであり、
　前記フィードバック制御器は、前記フィードバックトルクとしてパワトレフィードバッ
クトルクおよびブレーキフィードバックトルクを出力することを特徴とする請求項１ない
し５のいずれか１つに記載の前後加速度制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フィードフォワード制御およびフィードバック制御により、要求される車両
の前後方向の加速度が得られるようにする前後加速度制御装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両の前後方向の加速度を所望の車両加速度に自動的に調整することができる装
置として、特許文献１に示される車両走行制御装置がある。この特許文献１の車両走行制
御装置では、スリップの発生を確実に抑制して車両を自動走行させる。この自動走行では
、車輪の接地荷重や路面の摩擦係数に基づき、車輪に付与した際に車輪にスリップが生じ
ない許容トルクを演算すると共に、演算された許容トルクを車輪に付与した場合に車両に
作用させ得る制限加速度を求め、制限加速度と要求加速度との比較結果に基づき、現実に
車両に作用させる加速度に対応するフィードフォワードトルクを求めている。
【０００３】
　そして、各車輪の接地荷重が路面勾配によって変化し、例えば、登り勾配においては前
輪荷重が減少して後輪荷重が増加し、下り勾配ではその逆となることから、路面勾配によ
って求まる動的な荷重配分をも考慮して車輪の接地荷重を求めることで、各種の路面状態
に対応した車両の自動走行が行えるようにしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－０５１３１０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述したフィードフォワードトルクは、要求加速度に対応する要求トルクと路面勾配に
対応した接地荷重に含まれる推定勾配トルクとを足し合わせることにより算出される。こ
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のため、何らかの要因によって推定勾配トルクの算出精度が低下すれば、それだけフィー
ドフォワードトルクの精度も低下するという問題がある。
【０００６】
　本発明は上記点に鑑みて、推定勾配トルクの算出精度が低下しても、フィードフォワー
ド制御の精度の低下を抑制できる前後加速度制御装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、請求項１に記載の発明では、フィードフォワード制御器（３
ｃ）から出力されるフィードフォワードトルクとフィードバック制御器（３ｆ）から出力
されるフィードバックトルクを加算して車両の前後方向の加速度を制御するための最終的
な要求トルクを出力する前後加速度制御装置において、推定勾配の信頼度である推定勾配
信頼度を算出する推定勾配信頼度算出部（３ｈ）と、推定勾配信頼度算出部にて算出され
た推定勾配信頼度の低下に応じて、フィードバック制御器のゲインを高くする補正を行う
ことで、フィードバックトルクを補正するフィードバックトルク補正部（３ｉ）とを備え
ることを特徴としている。
【０００８】
　このように、推定勾配信頼度を演算すると共に、推定勾配信頼度の低下に応じてフィー
ドバック制御器のゲインが高くなるようにする補正を行っている。これにより、推定勾配
信頼度に応じて補正したフィードバックトルクを演算することができる。したがって、推
定勾配トルクの信頼度が低下し、フィードフォワードトルクの精度が低下しても、推定勾
配信頼度に応じてフィードバックトルクを補正することにより、フィードフォワードトル
クの精度低下を補完することが可能となる。よって、推定勾配トルクの算出精度が低下し
ても、総合的に、フィードフォワード制御の精度の低下を抑制できる。
【０００９】
　請求項２に記載の発明では、推定勾配信頼度算出部にて算出された推定勾配信頼度の低
下に応じて推定勾配トルクを補正する推定勾配トルク補正部（３ｋ）を有し、フィードフ
ォワード制御器は、推定勾配トルク補正部にて補正された後の推定勾配トルクと要求加速
度に対応する要求トルクを加算してフィードフォワードトルクを演算することを特徴とし
ている。
【００１１】
　このように推定勾配トルクを推定勾配信頼度に応じて補正し、補正後の推定勾配トルク
を用いてフィードフォワードトルクを演算している。この場合、推定勾配トルクをそのま
ま用いるのではなく、推定勾配トルクに対しても推定勾配信頼度に応じた補正を行うこと
で、フィードフォワードトルク自身の精度低下を抑制し、フィードフォワード制御の精度
低下を小さくすることが可能となる。
【００１４】
　例えば、請求項３に記載したように、推定勾配トルク補正部にて、推定勾配信頼度算出
部が算出した推定勾配信頼度の低下に応じて、推定勾配トルクの絶対値が小さくなるよう
に、該推定勾配トルクを補正することができる。
【００１５】
　このように、推定勾配信頼度の低下に合せて推定勾配トルクの絶対値が小さくなるよう
にすれば、推定勾配トルクの関与する割合を減らすことができ、推定勾配の誤差の影響を
小さくすることができる。
【００１６】
　また、請求項４に記載したように、推定勾配トルク補正部にて、推定勾配信頼度算出部
が算出した推定勾配信頼度の低下に応じて、推定勾配トルクの誤差幅を算出し、推定勾配
トルクを誤差幅に応じて補正することもできる。
【００１７】
　このように、推定勾配トルクを誤差幅に応じて補正すれば、誤差幅を検証した上で推定
勾配トルクを小さくする範囲を決めることができるため、適切な補正量で推定勾配トルク
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を補正することができる。
【００１８】
　さらに、請求項５に記載したように、フィードバックトルク補正部では、推定勾配信頼
度とフィードバック用信頼性係数との関係を示すマップもしくは関係式を備えておき、該
マップから、もしくは関数式を用いて、算出された推定勾配信頼度に対応するフィードバ
ック用信頼性係数を求めると共に、該フィードバック用信頼性係数とフィードバックトル
クを掛け合わせて、フィードバックトルクを補正することができる。
【００１９】
　このように、シミュレーションや実車走行などで求めた推定勾配信頼度とフィードバッ
ク用信頼性係数との関係を示すマップもしくは関係式を用いてフィードバック用信頼性係
数を求めることで、フィードバックトルクを適正に補正することができる。
【００２３】
　例えば、請求項６に記載したように、推定勾配トルクとして、路面勾配によって車両に
発生する前後方向の加速度である推定路面加速度をトルク換算したものを用いることがで
き、フィードバック制御器にて、フィードバックトルクとしてパワトレフィードバックト
ルクおよびブレーキフィードバックトルクを出力することができる。
【００２４】
　推定勾配の誤差の発生により、駆動と制動の交互の断続的作動を招き易くなる。このた
め、要求車軸トルクと路面勾配トルクとからフィードフォワードトルクを演算し、フィー
ドバックトルクとしてパワトレフィードバックトルクおよびブレーキフィードバックトル
クを出力させるような前後加速度制御装置に対して、上記各請求項に記載の発明を適用す
ると特に効果が大きい。
【００２５】
　なお、上記各手段の括弧内の符号は、後述する実施形態に記載の具体的手段との対応関
係を示すものである。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の第１実施形態にかかる車両制駆動力制御システムのブロック図である。
【図２】前後方向制御部３の内部構造を模式的に示したブロック図である。
【図３】推定勾配信頼度算出部３ｈの内部構造を模式的に示したブロック図である。
【図４】経年劣化と推定勾配信頼度との関係の一例を示した図である。
【図５】加速度センサ温度と推定勾配信頼度の関係の一例を示した図である。
【図６】積載量の学習の度合いと推定勾配信頼度との関係の一例を示した図である。
【図７】悪路レベルと推定勾配信頼度との関係の一例を示した図である。
【図８】フィードバックトルク補正部３ｉの内部構造を模式的に示したブロック図である
。
【図９】推定勾配信頼度に対するフィードバック用信頼性係数の関係の一例を示したマッ
プである。
【図１０】推定勾配信頼度に対するフィードバック用信頼性係数の関係の一例を示したマ
ップである。
【図１１】推定勾配信頼度に基づきフィードバック用信頼性係数を四則演算にて算出する
場合のブロック構成の一例を示した図である。
【図１２】推定勾配信頼度に基づきフィードバック用信頼性係数を四則演算にて算出する
場合のブロック構成の一例を示した図である。
【図１３】推定勾配トルク補正部３ｋの内部構造を模式的に示したブロック図である。
【図１４】（ａ）は、各項目別の誤差幅の演算に用いる推定勾配信頼度と誤差幅の関係を
示したマップであり、（ｂ）は、各項目別の誤差最大幅を示した図表である。
【図１５】推定勾配信頼度が低い場合（誤差幅０．１３Ｇ）と高い場合（誤差幅０．０１
Ｇ）の推定勾配トルクと補正後推定勾配トルクの関係を示したグラフである。
【図１６】本発明の第２実施形態にかかる車両制駆動力制御システムのフィードバック制
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御器３ｆおよびフィードバックトルク補正部３ｉの構造例を示したブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、本発明の実施形態について図に基づいて説明する。なお、以下の各実施形態相互
において、互いに同一もしくは均等である部分には、図中、同一符号を付してある。
【００２８】
　（第１実施形態）
　本発明の第１実施形態について説明する。本実施形態では、本発明の一実施形態におけ
る前後加速度制御装置が適用された車両制駆動力制御システムを例に挙げて、本発明の前
後加速度制御装置について説明する。
【００２９】
　図１は、車両制駆動力制御システムのブロック図である。この図に示されるように、車
両制駆動力制御システムは、加速度要求部１、調停器２、前後方向制御部３、パワトレ制
御部４およびブレーキ制御部５を有している。これらのうちの前後方向制御部３が前後加
速度制御装置に相当する。
【００３０】
　加速度要求部１は、車両前後加速度制御を行う各アプリケーションからの要求に従って
、車両状態に応じた加速度の要求信号を出力する。本実施形態の場合、加速度要求部１は
、各アプリケーションを実行するクルーズコントロール部１ａ、車間制御部１ｂ、プリク
ラッシュコントロール部１ｃを備えている。クルーズコントロール部１ａは、車両の走行
速度を一定値に制御するために必要な加速度の要求信号を出力する。車間制御部１ｂは、
前方車両との車間距離が予め決められた値となるようにするために必要な加速度の要求信
号を出力する。プリクラッシュコントロール部１ｃは、前方車両との衝突を回避するため
に必要な加速度の要求信号を出力する。
【００３１】
　調停器２は、加速度要求部１から入力される要求信号が示す加速度を調停し、一制御周
期内での加速度の要求値の変化量、つまり車両前後方向における要求加速度の微分値であ
るジャークをアプリ加速度要求として出力する。また、調停器２は、車両状態に応じたジ
ャークの制限値を演算し、要求ジャーク制限値として出力する。
【００３２】
　前後方向制御部３は、調停器２が出力するアプリ加速度要求および要求ジャーク制限値
を受け取ると共に、実車速、経年劣化、加速度（加速度センサ値）、加速度センサ温度、
積載状態、悪路レベルなどに関するデータを受け取ることで、要求パワトレトルクおよび
要求ブレーキトルクを求める。例えば、実車速に関するデータについては、図示しないメ
ータＥＣＵ等から受け取ることができる。加速度や加速度センサ温度に関するデータにつ
いては、図示しない温度検出機能付き加速度センサから受け取ることができる。経年劣化
に関するデータについては、加速度センサへの通電を制御する図示しないＥＣＵ等から受
け取ることができる。積載情報については、ヘッドライト調整等で用いられている車高セ
ンサの検出信号もしくはエンジントルクと実加速度との関係に基づいて積載量の演算を行
っているＥＣＵ等から受け取ることができる。悪路レベルに関するデータについては、図
示しないブレーキＥＣＵ等から受け取ることができる。
【００３３】
　具体的には、前後方向制御部３は、アプリ加速度要求、要求ジャーク制限値、および、
受け取った上記各データに基づいてフィードフォワード制御およびフィードバック制御を
行い、要求パワトレトルクおよび要求ブレーキトルクを求める。図２は、この前後方向制
御部３の内部構造を模式的に示したブロック図である。
【００３４】
　図２に示されるように、前後方向制御部３は、ジャーク制御部３ａ、トルク変換部３ｂ
、フィードフォワード制御器３ｃ、規範モデル記憶部３ｄ、微分器３ｅ、フィードバック
制御器３ｆ、トルク変換部３ｇ、推定勾配信頼度算出部３ｈ、フィードバックトルク補正
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部３ｉ、トルク変換部３ｊ、推定勾配トルク補正部３ｋおよび分配器３ｍを有している。
【００３５】
　ジャーク制御部３ａは、調停器２が出力するアプリ加速度要求に対応する要求加速度を
演算する。このとき、ジャーク制御部３ａは、調停器２が出力する要求ジャーク制限値に
て加速度変化量を制限しつつ要求加速度を演算する。例えばアプリ加速度要求が車両を加
速させる要求、つまり正の値であれば要求加速度は正の値となり、逆にアプリ加速度要求
が車両を減速させる要求、つまり負の値であれば要求加速度は負の値となる。
【００３６】
　トルク変換部３ｂは、ジャーク制御部３ａで演算された要求加速度をトルク換算し、要
求加速度と対応する要求車軸トルクに変換する。加速度と車軸トルクとの関係は、車両の
運動方程式および車両諸元から予め求められており、その関係に基づいて要求加速度のト
ルク換算を行っている。
【００３７】
　フィードフォワード制御器３ｃは、実際の加速度がアプリ加速度要求に近づくようにフ
ィードフォワード制御を行う。具体的には、フィードフォワード制御器３ｃは、トルク変
換部３ｂから出力される要求車軸トルクと、後述する推定勾配トルク補正部３ｋで演算さ
れた補正後推定勾配トルクに基づき、入力された要求車軸トルクに対して入力された補正
後推定勾配トルクを加算することにより、フィードフォワードトルクを演算する。なお、
ここでは図示していないが、フィードフォワード制御器３ｃには、推定ブレーキトルクや
推定パワトレトルクも入力されており、これらに基づいてフィードフォワードトルクとし
て、パワトレフィードフォワードトルクやブレーキフィードフォワードトルクを演算して
いる。
【００３８】
　規範モデル記憶部３ｄは、フィードバック制御を行うための規範モデルを記憶しており
、規範モデルに従い、入力された要求加速度に対応した規範モデルから求められる要求加
速度を設定する。ここで用いられる規範モデルは車両特性などに合せて個々に設定される
。規範モデルとしては、パワトレ規範モデルやブレーキ規範モデルがあり、パワトレ規範
モデルに基づいて要求パワトレ加速度を設定し、ブレーキ規範モデルに基づいて要求ブレ
ーキ加速度を設定している。
【００３９】
　微分器３ｅは、データ入力された実車速を微分することにより、実際に発生した加速度
（以下、実加速度という）を演算する。実車速に関するデータについては、例えば図示し
ないメータＥＣＵ等から車内ＬＡＮを通じて入力することができる。なお、ここでは微分
器３ｅにて実加速度を演算するようにしているが、図示しない他のＥＣＵ等において既に
実加速度が演算されている場合には、その演算結果が前後方向制御部３に入力されるよう
にしても良い。
【００４０】
　フィードバック制御器３ｆは、実加速度が要求加速度に近づくようにフィードバック制
御を行う。具体的には、フィードバック制御器３ｆは、規範モデル記憶部３ｄで設定され
た要求加速度から実加速度を減算することによって得られる加速度偏差が０に近づくよう
にフィードバック用要求加速度、すなわちパワトレフィードバック要求加速度やブレーキ
フィードバック要求加速度を演算する。このフィードバック用要求加速度の演算手法につ
いては、一般的なフィードバック制御の演算で用いられるようなＰＩＤ制御等を用いるこ
とができる。
【００４１】
　トルク変換部３ｇは、フィードバック制御器３ｆで演算されたフィードバック用要求加
速度をトルク換算し、フィードバック用要求加速度と対応するフィードバックトルクを求
める。これにより、パワトレフィードバック要求加速度やブレーキフィードバック要求加
速度がトルク換算され、パワトレフィードバックトルクやブレーキフィードバックトルク
が演算される。
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【００４２】
　推定勾配信頼度算出部３ｈは、データ入力された経年劣化、加速度センサ温度、積載状
態、悪路レベルに基づいて推定勾配信頼度を算出する。この推定勾配信頼度の算出方法に
ついては、後で詳細に説明する。
【００４３】
　フィードバックトルク補正部３ｉは、推定勾配信頼度算出部３ｈで算出された推定勾配
信頼度に基づいて、トルク変換部３ｇでトルク変換されたフィードバックトルクを補正し
、補正後フィードバックトルクを演算する。この補正後フィードバックトルクの演算方法
についても、後で詳細に説明する。
【００４４】
　トルク変換部３ｊは、加速度センサから入力された加速度（加速度センサ値）と微分器
３ｅで演算された実加速度との偏差、つまり路面勾配に応じて発生する重力成分の加速度
（以下、推定勾配加速度という）をトルク換算することで、推定勾配トルクを演算する。
【００４５】
　推定勾配トルク補正部３ｋは、推定勾配信頼度算出部３ｈで算出された推定勾配信頼度
に基づいて、トルク変換部３ｊでトルク変換された推定勾配トルクを補正し、補正後推定
勾配トルクを演算する。この補正後推定勾配トルクについても、後で詳細に説明する。
【００４６】
　分配器３ｍは、フィードバックトルク補正部３ｉで求められた補正後のフィードバック
トルクと、フィードフォワード制御器３ｃで演算されたフィードフォワードトルクとの加
算値から実際に出力する制駆動力配分を設定する。この制駆動力配分が、要求パワトレト
ルクと要求ブレーキトルクとしてパワトレ制御部４およびブレーキ制御部５に伝えられる
。
【００４７】
　パワトレ制御部４は、パワトレＥＣＵ等により構成されるもので、要求パワトレトルク
に応じて、エンジンに対するトルク要求値（要求エンジントルク）や自動変速装置に対す
るギア比の要求値（要求ギア比）を出力する。ブレーキ制御部５は、ブレーキＥＣＵ等に
より構成されるもので、要求ブレーキトルクに応じて、ブレーキ制御用のアクチュエータ
が発生させるホイールシリンダ圧の要求値を出力する。これにより、制駆動力配分に応じ
た駆動力および制動力が発生させられ、所望の加速度を得ることができる。
【００４８】
　次に、上記のように構成された車両制駆動力制御システムにおける推定勾配信頼度算出
部３ｈ、フィードバックトルク補正部３ｉおよび推定勾配トルク補正部３ｋによる推定勾
配信頼度の算出方法やフィードバックトルクおよび推定勾配トルクの補正方法について説
明する。
【００４９】
　まず、推定勾配信頼度算出部３ｈによる推定勾配信頼度の算出方法について説明する。
上述したように、推定勾配信頼度は、データ入力された経年劣化、加速度センサ温度、積
載状態、悪路レベルに基づいて算出される。推定勾配信頼度は、様々な要因によって変化
するが、その要因として経年劣化、加速度センサ温度、積載状態、悪路レベルが挙げられ
る。このため、これらに基づいて推定勾配信頼度を算出する。
【００５０】
　図３は、推定勾配信頼度算出部３ｈの内部構造を模式的に示したブロック図である。こ
の図に示されるように、推定勾配信頼度算出部３ｈでは、推定勾配の信頼性に影響を与え
る外乱要因について調べ、それに応じた推定勾配信頼度を得る。本実施形態では、推定勾
配信頼度算出部３ｈは、推定勾配信頼度の関連項目に対応する各種状態、初期状態および
信頼度のマップを有しており、各項目ごとの信頼度を選択して出力する。
【００５１】
　具体的には、図３中に示したように、推定勾配信頼度の関連項目としては、経年劣化、
加速度センサ温度、積載状態、悪路レベルなどがある。
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【００５２】
　経年劣化については、経年劣化が大きいほど推定勾配信頼度が低くなる関係となる。　
図４は、経年劣化と推定勾配信頼度との関係の一例を示した図である。この図に示される
ように、経年劣化係数が例えば０．５までは推定勾配信頼度を１００％とし、それを超え
ると、経年劣化係数が大きくなるほど推定勾配信頼度が低下するような関係とすることが
できる。経年劣化は、様々な要因をパラメータとして定義されるが、例えば、経年劣化を
数値化した経年劣化係数は、以下のような数式で表される。
【００５３】
　（数１）
　経年劣化係数＝通電劣化係数×通電時間＋走行距離劣化係数×走行距離＋経過時間劣化
係数＋経過時間
　ここで、通電劣化係数とは、加速度センサへの通電による劣化を表す係数である。走行
距離劣化係数とは、車両の走行距離に応じた加速度センサの劣化を表す係数である。経過
時間劣化係数とは、加速度センサの新品の状態からの経過時間に応じた劣化を表す係数で
ある。これら各係数は、加速度センサの種類や車両への加速度センサの搭載位置等によっ
て異なる。通電時間は加速度センサへ通電を行ったトータルの時間であり、イグニッショ
ンスイッチがオンされていた時間を算出することで求められる。走行距離は、ＯＤＯメー
タの積算距離に関するデータをメータＥＣＵから受け取ることにより求められる。経過時
間は、加速度センサの製造からの経過時間を想定し、ナビゲーションシステムにて最初の
起動時間からの経過時間を計測させておき、そのデータを受け取ることにより求められる
。
【００５４】
　例えば、通電劣化係数を０．１、走行距離劣化係数を０．０５、経過時間劣化係数を０
．０２とし、通電時間については１０００Ｈを１、走行距離については１万ｋｍを１、経
過時間については１年を１として経年劣化係数が演算される。通電時間１０００Ｈ、走行
距離５万ｋｍ、経過時間５年であれば、経年劣化係数は０．４５（＝０．１×１＋０．０
５×５＋０．０２×５）となる。よって、この場合には、経年劣化に対する推定勾配信頼
度は１００％となる。
【００５５】
　加速度センサ温度については、常温近辺においては推定勾配信頼度が高いが、温度が低
くなればなるほど、また、温度が高くなればなるほど、推定勾配信頼度が低くなる。この
ため、初期値を０℃とし、加速度センサ温度に応じて推定勾配信頼度を１００～０％に設
定している。
【００５６】
　図５は、加速度センサ温度と推定勾配信頼度の関係の一例を示した図である。この図に
示されるように、車両の使用環境、つまり加速度センサの搭載場所の温度として想定され
る温度を例えば－４０℃～１２０℃、常温（例えば２７℃）を信頼度１００％とし、そこ
を中心として、温度が低くなるほど、または、温度が高くなるほど、徐々に信頼度が低下
するように設定することができる。このような加速度センサ温度と推定勾配信頼度との関
係は、加速度センサの温度特性を予め実験によって調べておくことによって求めることが
できる。
【００５７】
　積載状態については、積載量の学習の度合いによって推定勾配信頼度が変化し、その度
合いが高くなればなるほど推定勾配信頼度も高くなる。このため、積載量の学習の度合い
の初期値を０％とし、その度合い１００～０％に対応して推定勾配信頼度を１００～０％
に設定している。
【００５８】
　図６は、積載量の学習の度合いと推定勾配信頼度との関係の一例を示した図である。こ
の図に示されるように、積載量の学習の度合いに比例して推定勾配信頼度を高くするよう
にしている。積載量の学習は、例えば、一度のイグニッションスイッチのオン毎に行われ
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、走行してからの時間などをパラメータとして、車高センサの検出信号もしくはエンジン
トルクと実加速度との関係等に基づいて積載量を演算すると共に、走行してからの経過時
間を考慮した積載量の確からしさを学習の度合いとして表したものであるが、周知のもの
であるため、ここでは説明を省略する。
【００５９】
　悪路レベルについては、悪路レベルが大きいほど車輪の浮き上がりの影響などを受けて
推定勾配信頼度を低下させることになる。このため、悪路レベルの初期値を小とし、悪路
レベルが大きくなるほど推定勾配信頼度が低下するように、悪路レベルに対応して推定勾
配信頼度を１００～０％に設定している。
【００６０】
　図７は、悪路レベルと推定勾配信頼度との関係の一例を示した図である。この図に示さ
れるように、悪路レベルが大きくなるほど推定勾配信頼度が直線的に低下するようにする
ことができる。
【００６１】
　このようにして、推定勾配信頼度算出部３ｈにおいて、推定勾配信頼度の変動要因とな
る各項目別に、推定勾配信頼度が演算される。そして、この各項目毎の推定勾配信頼度が
フィードバックトルク補正部３ｉおよび推定勾配トルク補正部３ｋに伝えられる。
【００６２】
　次に、フィードバックトルク補正部３ｉによるフィードバックトルクの補正方法につい
て説明する。上述したように、フィードフォワード制御器３ｃは、要求車軸トルクに対し
て推定勾配トルクを足し合わせることによってフィードフォワードトルクを演算している
。このため、推定勾配トルクの信頼度が低下すれば、フィードフォワードトルクの精度が
低下する。したがって、フィードバックトルク補正部３ｉにより、推定勾配信頼度算出部
３ｈで演算された推定勾配信頼度に応じてフィードバックトルクを補正することにより、
フィードフォワードトルクの精度低下を補完し、総合的に精度低下を防ぐ。
【００６３】
　図８は、フィードバックトルク補正部３ｉの内部構造を模式的に示したブロック図であ
る。この図に示されるように、フィードバックトルク補正部３ｉには、乗算器３ｉａ、フ
ィードバック用信頼性係数算出部３ｉｂおよび乗算器３ｉｃが備えられている。
【００６４】
　乗算器３ｉａは、推定勾配信頼度算出部３ｈで求められた各項目別の推定勾配信頼度を
掛け合わせることにより、各項目すべてを考慮した総合的な推定勾配信頼度を演算する。
【００６５】
　フィードバック用信頼性係数算出部３ｉｂは、総合的な推定勾配信頼度に基づいてフィ
ードバック用信頼性係数を求める。フィードバック用信頼性係数は、推定勾配信頼度に対
応してフィードバックトルクを補正するときの重み付け量に相当する。推定勾配信頼度に
対するフィードバック用信頼性係数の関係は、例えばマップもしくは関数式（四則演算式
）として予め記憶されており、それらを使用してフィードバック用信頼性係数を求めるこ
とができる。このマップや関数式はシミュレーションや実車走行などにより予め求めてお
くことができ、このようなマップもしくは関係式を用いてフィードバック用信頼性係数を
求めることで、フィードバックトルクを適正に補正することができる。
【００６６】
　図９は、推定勾配信頼度に対するフィードバック用信頼性係数の関係の一例を示したマ
ップである。この図に示されるように、推定勾配信頼度が１００％のときにフィードバッ
ク用信頼性係数が最も小さな値となり、推定勾配信頼度が１００％未満になるとフィード
バック用信頼性係数が徐々に大きくなって、推定勾配信頼度が５０％のときにフィードバ
ック用信頼性係数が０．５、さらに推定勾配信頼度が低下するとフィードバック用信頼性
係数が１に近づくような関係とすることができる。
【００６７】
　さらに、推定勾配信頼度に加え、フィードフォワード演算で演算した要求車軸トルクの
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絶対値と補正後推定勾配トルクの絶対値の比率に基づいてフィードバック用信頼性係数を
求めても良い。これにより、推定勾配トルクの影響度と信頼度の両方に応じて、最適のフ
ィードバック用信頼性係数を設定することができる。
【００６８】
　例えば、推定勾配信頼度に対するフィードバック用信頼性係数の関係は、推定勾配信頼
度が１００％のときにフィードバック用信頼性係数が最も小さな値となり、推定勾配信頼
度が１００％未満になるとフィードバック用信頼性係数が徐々に大きくなるように設され
る。このような推定勾配信頼度に対するフィードバック用信頼性係数の関係が異なるマッ
プを複数用意し、フィードフォワード演算で演算した要求車軸トルクと補正後推定勾配ト
ルクに基づいて、具体的にはこれらの絶対値の比率に基づいて、マップを選択することで
フィードバック用信頼性係数を補正することができる。
【００６９】
　図１０の例では、平坦路を規定の速度で定常走行している状態での要求車軸トルクの絶
対値に対する補正後推定勾配トルクの絶対値の比率を基準値として、演算した比率が基準
値から規定の範囲にある場合は図１０の実線で示されたマップを用いる。ここで、走行路
面の路面傾斜が大きくなるなどして、演算した要求車軸トルクの絶対値と補正後推定勾配
トルクの絶対値の比率が基準値から規定の範囲より大きくなったときは、推定勾配信頼度
に対するフィードバック用信頼性係数が基準値のマップに比べ大きくなるように設定され
た図１０の実線より上の破線に示されるマップを選択する。一方、定常走行から加速走行
に移るなどして、演算した要求車軸トルクの絶対値と補正後推定勾配トルクの絶対値の比
率が基準値から規定の範囲より小さくなったときは、推定勾配信頼度に対するフィードバ
ック用信頼性係数が基準値のマップに比べ小さくなるように設定された図１０の実線より
下の破線に示されるマップを選択する。
【００７０】
　図１１は、推定勾配信頼度に基づきフィードバック用信頼性係数を四則演算にて算出す
る場合のブロック構成の一例を示した図である。この図に示されるように、四則演算を用
いる場合、例えば、得られた推定勾配信頼度の逆数（＝１００／推定勾配信頼度（％））
を算出することにより、フィードバック用信頼性係数とすることができる。
【００７１】
　さらに、推定勾配信頼度に加え、フィードフォワード演算で演算した要求車軸トルクの
絶対値と補正後推定勾配トルクの絶対値の比率に基づいてフィードバック用信頼性係数を
補正しても良い。これにより、推定勾配トルクの影響度と信頼度の両方に応じて、最適の
フィードバック用信頼性係数を設定することができる。
【００７２】
　例えば、図１２に示すように、基準補正係数Ｋ、補正基準値Ｐ、要求車軸トルク、補正
後推定勾配トルクを用いた次の数式２に示す補正係数演算式を用いて演算した補正係数を
フィードバック用信頼性係数に掛けることで補正を行うことができる。
【００７３】
　（数２）
　補正係数＝Ｋ×（｜補正後推定勾配トルク｜／（｜要求車軸トルク｜＋｜補正後推定勾
配トルク｜）／Ｐ）＋最低補正基準値
　ここで、基準補正係数Ｋ、および補正基準値Ｐは、走行実験やシミュレーションの結果
から最適値を設定することが可能である。
【００７４】
　仮に基準補正係数Ｋを０．２、補正基準値Ｐを０．２５、要求車軸トルクが２０００Ｎ
ｍの場合、想定勾配トルク補正後が２００Ｎｍの緩斜面を走行した場合は、上記数式２よ
り、補正係数は、０．２×（（２００／２０００）／０．２５）＋０．７＝０．７８と求
められる。また、推定勾配トルク補正後が１０００Ｎｍの急斜面を走行した場合は、補正
係数は、上記数式２より、０．２×（（１０００／２０００）／０．２５）＋０．７＝１
．５と求められる。
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【００７５】
　このように、数式２を用いて補正係数を演算し、この補正係数をフィードバック用信頼
性係数に掛けることで補正することにより、要求車軸トルクの絶対値に対する補正後推定
勾配トルクの絶対値の比率が小さいときに比べ大きいときの方が、フィードバック用信頼
性係数が高くなるように補正することができる。
【００７６】
　なお、フィードバック用信頼性係数の補正係数は、要求車軸トルクの絶対値と補正後推
定勾配トルクの絶対値の比率ごとに補正係数演算式を使って演算した演算結果を予め補正
係数マップとして記憶し、演算した要求車軸トルクの絶対値と補正後推定勾配トルクの絶
対値の比率と、補正係数マップからフィードバック用信頼性係数の補正係数を求めるよう
にしても良い。
【００７７】
　また、補正されるフィードバック用信頼性係数は図１２に示すように四則演算を用いて
算出することに限らず、図９のような推定勾配信頼度に対するフィードバック用信頼性係
数の関係を示すマップから求めても良い。
【００７８】
　このように、推定勾配信頼度が低下するほどフィードバック用信頼性係数が大きな値に
設定される。
【００７９】
　乗算器３ｉｃは、フィードバック用信頼性係数算出部３ｉｂで求められたフィードバッ
ク用信頼性係数とフィードバック制御器３ｆで演算されたフィードバックトルクとを掛け
合わせることにより、フィードバックトルクを補正する。このとき、フィードバック用信
頼性係数が推定勾配信頼度に対応した重み付け量とされているため、フィードバックトル
クの補正の度合いは、推定勾配信頼度が低いほど大きくなり、推定勾配信頼度が高いほど
小さくなる。このようにして、推定勾配信頼度の低下に応じてフィードバック制御器３ｆ
のゲインが高くなるようにすることができ、推定勾配信頼度に応じた補正後フィードバッ
クトルクを演算することができる。
【００８０】
　次に、推定勾配トルク補正部３ｋによる推定勾配トルクの補正方法について説明する。
上述したように、トルク変換部３ｊにおいて、推定勾配に応じて発生する推定勾配加速度
をトルク変換することで推定勾配トルクを演算しているが、推定勾配加速度は推定勾配信
頼度に応じた精度となっている。このため、推定勾配加速度からトルク変換した推定勾配
トルクをそのまま用いるのではなく、推定勾配トルクに対して推定勾配信頼度に応じた補
正を行う。具体的には、推定勾配信頼度の低下に合せて推定勾配トルクの絶対値が小さく
なるようにすることで、推定勾配トルクの関与する割合を減らし、推定勾配の誤差の影響
を小さくする。これにより、フィードフォワードトルクの精度低下を防ぐ。
【００８１】
　図１３は、推定勾配トルク補正部３ｋの内部構造を模式的に示したブロック図である。
この図に示されるように、推定勾配トルク補正部３ｋには、補正誤差幅演算部３ｋａ、補
正後推定勾配トルク算出部３ｋｂが備えられている。
【００８２】
　補正誤差幅演算部３ｋａは、推定勾配信頼度算出部３ｈで求められた各項目別の推定勾
配信頼度に基づいて、各項目別の誤差幅を求めると共に、各項目すべてに対応する誤差幅
を足し合わせることにより、総合的な誤差幅を演算する。誤差幅とは、各項目別に予め実
験などによって調べておいた推定勾配トルク（推定勾配加速度）の誤差の許容範囲であり
、許容範囲内の誤差幅であれば推定勾配トルクの補正を行う程の必要がないことを意味し
ている。
【００８３】
　各項目別に推定勾配信頼度が求められているが、各項目別に推定勾配トルクの誤差の許
容範囲は異なっているため、補正誤差幅演算部３ｋａでは、各項目別に誤差幅を求めるこ
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とにより各項目に対応して想定される誤差の許容範囲を演算する。そして、演算した各誤
差幅の総和を取ることで、各項目すべてを考慮したときの推定勾配トルクの誤差幅を演算
し、誤差幅以内であれば推定勾配トルクの誤差として許容範囲内であるとして、推定勾配
トルクの補正を行わない不感帯を設定すると共に、その許容範囲外であれば推定勾配トル
クの補正を行う。このように、推定勾配トルクを誤差幅に応じて補正すれば、誤差幅を検
証した上で推定勾配トルクを小さくする範囲を決めることができるため、適切な補正量で
推定勾配トルクを補正することができる。
【００８４】
　図１４（ａ）は、各項目別の誤差幅の演算に用いる推定勾配信頼度と誤差幅の関係を示
したマップであり、図１４（ｂ）は、各項目別の誤差最大幅を示した図表である。
【００８５】
　図１４（ａ）に示されるように、例えば推定勾配信頼度が０％のときを誤差最大幅に設
定すると共に、推定勾配信頼度が１００％のときを誤差幅０に設定し、推定勾配信頼度が
低下するほど誤差幅が誤差最大幅に近づくマップとなっている。このマップの誤差最大幅
に対して、図１４（ｂ）に示される各項目別の誤差最大幅を代入し、推定勾配信頼度算出
部３ｈで求められた各項目別の推定勾配信頼度と対応する誤差幅をマップから選択する。
例えば、経年劣化に対応する推定勾配信頼度が２０％であれば、経年劣化に対応する誤差
最大幅０．１Ｇ×（１－２０％／１００％）＝０．０８Ｇが経年劣化に対応する誤差幅と
なる。
【００８６】
　このようにして各項目別の誤差幅を演算し、各項目別の誤差幅の総和を求める。例えば
、経年劣化に対応する推定勾配信頼度が２０％のときの誤差幅０．０８Ｇと、加速度セン
サ温度に対応する推定勾配信頼度が０％のときの誤差幅０．０５Ｇと、積載量学習に対応
する推定勾配信頼度が１００％のときの誤差幅０．００Ｇと、悪路レベルに対応する推定
勾配信頼度が０％のときの誤差幅０．００Ｇとの総和は、０．１３Ｇとなる。この値が、
各項目すべてを考慮した総合的な誤差幅となる。
【００８７】
　補正後推定勾配トルク算出部３ｋｂは、補正誤差幅演算部３ｋａで演算された総合的な
誤差幅に基づいて補正後推定勾配トルクを演算する。例えば、補正後推定勾配トルクを次
式にて演算している。
【００８８】
　（数３）
　補正後推定勾配トルク＝推定勾配トルク－誤差幅
　ただし、｜推定勾配トルク｜≧｜誤差幅｜の場合にのみ、上記数式により補正後推定勾
配トルクの演算を行う。また、路面が上り坂であるか下り坂になるかによって加速度の符
号の正負が変わり、推定勾配トルクの符号も加速度の正負の符号と対応するものとなるた
め、誤差幅の符号も推定勾配トルクの符号と同じ符号とする。また、｜推定勾配トルク｜
＜｜誤差幅｜の場合は、補正後勾配トルクを０にする。
【００８９】
　このようにして補正後推定勾配トルクを演算する場合の具体例について、図１５を参照
して説明する。図１５（ａ）、（ｂ）は、それぞれ、推定勾配信頼度が低い場合（誤差幅
０．１３Ｇ）と高い場合（誤差幅０．０１Ｇ）の推定勾配トルクと補正後推定勾配トルク
の関係を示したグラフである。
【００９０】
　図１５（ａ）に示されるように、誤差幅が０．１３と推定勾配信頼度が低い場合には、
推定勾配トルクの補正を行わなくても良い許容範囲が広くなる。このため、例えば、トル
ク変換部３ｊから入力された推定勾配トルクが０．１５Ｇであったとしても、誤差幅０．
１３Ｇ分が差し引かれるため、補正後推定勾配トルクは０．０２Ｇと小さな値になる。こ
れに対し、誤差幅０．０１と推定勾配信頼度が高い場合には、推定勾配トルクの補正を行
わなくても良い許容範囲が狭くなる。このため、例えば、トルク変換部３ｊから入力され
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た推定勾配トルクが０．１５Ｇであれば、誤差幅０．０１Ｇ分が差し引かれても、補正後
推定勾配トルクが０．１４Ｇと大きな値になる。
【００９１】
　すなわち、推定勾配信頼度が低ければ、仮に推定勾配トルクが大きな値であったとして
も、誤差幅が大きいため、その誤差幅を見込んだ小さな値の補正後推定勾配トルクが演算
される。逆に、推定勾配信頼度が高ければ、推定勾配トルクの誤差幅が小さいため、あま
り補正されることなく補正後推定勾配トルクが演算される。
【００９２】
　このようにして、推定勾配信頼度を加味した補正後推定勾配トルクが演算されるため、
フィードフォワード制御器３ｃでは、この補正後推定勾配トルクを用いて、次式によりフ
ィードフォワードトルクが演算されることになる。
【００９３】
　（数４）
　フィードフォワードトルク＝要求車軸トルク－補正後推定勾配トルク
　このようにして本実施形態の車両制駆動力制御システムが構成されている。このように
構成された車両制駆動力制御システムでは、加速度要求部１から出力される車両状態に応
じた加速度の要求信号に基づいて調停器２がアプリ加速度要求および要求ジャーク制限値
を発生させる。また、前後方向制御部３がアプリ加速度要求および要求ジャーク制限値に
基づき要求車軸トルクに対するフィードフォワード制御およびフィードバック制御を行い
ながら要求パワトレトルクおよび要求ブレーキトルクを演算する。そして、要求パワトレ
トルクに基づいてパワトレ制御部４からエンジンに対するトルク要求値（要求エンジント
ルク）や自動変速装置に対するギア比の要求値（要求ギア比）を出力することで、エンジ
ン出力および変速制御が行われる。また、要求ブレーキトルクに基づいてブレーキ制御部
５がブレーキ制御用のアクチュエータが発生させるホイールシリンダ圧の要求値を出力す
る。これにより、制駆動力配分に応じた駆動力および制動力が発生させられ、所望の加速
度を得ることができる。
【００９４】
　以上説明した本実施形態の車両制駆動力制御システムによれば以下の効果を得ることが
できる。
【００９５】
　すなわち、本実施形態の車両制駆動力制御システムでは、推定勾配信頼度を演算すると
共に、この推定勾配信頼度に応じてフィードバックトルクを補正している。推定勾配信頼
度が低ければフィードバック制御器３ｆのゲインが高くなるようにすることができ、推定
勾配信頼度に応じた補正後フィードバックトルクを演算することができる。
【００９６】
　したがって、推定勾配トルクの信頼度が低下し、フィードフォワードトルクの精度が低
下しても、推定勾配信頼度に応じてフィードバックトルクを補正することにより、フィー
ドフォワードトルクの精度低下を補完することが可能となる。よって、推定勾配トルクの
算出精度が低下しても、総合的に、フィードフォワード制御の精度の低下を抑制できる。
【００９７】
　さらに、推定勾配、具体的には推定勾配に相当する物理量である推定勾配加速度をトル
ク変換した推定勾配トルクを推定勾配信頼度に応じて補正し、補正後推定勾配トルクを用
いてフィードフォワードトルクを演算している。このように、推定勾配加速度からトルク
変換した推定勾配トルクをそのまま用いるのではなく、推定勾配トルクに対して推定勾配
信頼度に応じた補正を行うことで、フィードフォワードトルク自身の精度低下も防ぐこと
が可能となる。
【００９８】
　（第２実施形態）
　本発明の第２実施形態について説明する。本実施形態は、第１実施形態に対してフィー
ドバック制御器３ｆの出力に対するフィードバックトルク補正部３ｉによる補正手法を変
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更したものであり、その他に関しては第１実施形態と同様であるため、第１実施形態と異
なる部分についてのみ説明する。
【００９９】
　図１６は、本実施形態にかかる車両制駆動力制御システムのフィードバック制御器３ｆ
およびフィードバックトルク補正部３ｉの構造例を示したブロック図である。なお、本図
ではトルク変換部３ｇについては省略してあるが、フィードバック制御器３ｆの出力をト
ルク換算しても良いし、フィードバックトルク補正部３ｉでトルク変換前のフィードバッ
ク用の加速度を補正し、その後、それをトルク変換する形態としても良い。
【０１００】
　この図に示されるように、フィードバック制御器３ｆは、ＰＩＤ制御によってフィード
バック制御を行うものであり、規範モデル記憶部３ｄで設定された要求加速度から実加速
度を減算することによって得られる加速度偏差に対してＰ項３ｆａ、Ｉ項３ｆｂ、Ｄ項３
ｆｃそれぞれでフィードバックトルクを算出する。そして、本実施形態では、このフィー
ドバック制御器３ｆにおけるＰ項３ｆａ、Ｉ項３ｆｂ、Ｄ項３ｆｃそれぞれで算出された
各フィードバックトルクに対して、フィードバックトルク補正部３ｉによる補正を行う。
【０１０１】
　具体的には、本実施形態では、フィードバックトルク補正部３ｉを推定勾配信頼度Ｐ項
補正部３ｉｄ、推定勾配信頼度Ｉ項補正部３ｉｅ、推定勾配信頼度Ｄ項補正部３ｉｆに分
けている。各項補正部３ｉｄ～３ｉｆは、各項それぞれに対応した信頼度を設定している
。各項補正部３ｉｄ～３ｉｆの内部構成については、例えば第１実施形態で説明した図８
と同様の構成とされるが、推定勾配信頼性の関係項目の内容や信頼度の振り分け方などを
各項３ｆａ～３ｆｃの特性に応じて変更している。
【０１０２】
　このように、フィードバック制御器３ｆにおけるＰ項３ｆａ、Ｉ項３ｆｂ、Ｄ項３ｆｃ
それぞれのフィードバックトルクに対して別々に設定されたフィードバック用補正係数を
掛けて補正することもできる。そして、これら各項の補正後のフィードバックトルクを足
し合わせることにより、フィードバックトルク補正部３ｉ全体としての補正後のフィード
バックトルクを得ることができる。
【０１０３】
　このように、フィードバック制御器３ｆにおけるＰ項３ｆａ、Ｉ項３ｆｂ、Ｄ項３ｆｃ
の各項で演算されたフィードバックトルクを別々に補正することもできる。このようにす
れば、例えば応答性重視にするなど、各項の特性に合せて各項のフィードバックトルクを
補正することができる。
【０１０４】
　（他の実施形態）
　（１）上記実施形態では、規範モデル記憶部３ｄやフィードバック制御器３ｆおよびト
ルク変換部３ｇをパワトレトルクとブレーキトルクのフィードバック制御の双方を行うも
のとして使用したが、これらをパワトレトルクのフィードバック制御用とブレーキトルク
のフィードバック制御用に別々に備えていても良い。
【０１０５】
　（２）上記第１実施形態では、フィードバックトルク補正部３ｉにてフィードバック制
御器３ｆ全体としての出力に対してフィードバック用信頼性係数を掛けることで補正後の
フィードバックトルクを求めた。一方、第２実施形態では、フィードバック制御器３ｆに
おけるＰ項３ｆａ、Ｉ項３ｆｂ、Ｄ項３ｆｃの各項で演算されたフィードバックトルクを
各項補正部３ｉｄ～３ｉｆで別々に設定されたフィードバック用補正係数を掛けることで
補正し、補正後のフィードバックトルクを求めた。
【０１０６】
　これに対し、これらを組み合わせてフィードバックトルクの補正を行うようにしても良
い。すなわち、第２実施形態のように各項で演算されたフィードバックトルクを別々に補
正したのち、各項の補正後のフィードバックトルクを足し合わせ、その後さらに、第１実
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施形態のようにフィードバック用信頼性係数を掛けることで補正を行うことにより、最終
的な補正後のフィードバックトルクを求めるようにしても良い。
【０１０７】
　（３）また、上記各実施形態では、推定勾配信頼度の算出に経年劣化、加速度センサ温
度、積載状態、悪路レベルを例に挙げて説明したが、その他にも、推定勾配信頼度を変化
させる要因となるパラメータに基づいて推定勾配信頼度を算出することもできる。
【０１０８】
　（４）フィードフォワード制御を行うために入力される要求トルクとして要求車軸トル
クを用いると共に要求車軸トルクを示す所定のパラメータとして加速度を用いている。ま
た、フィードバック制御が行われる所定のパラメータとして加速度を用いている。しかし
ながら、フィードフォワード制御とフィードバック制御が共に行われるような前後加速度
制御装置において、所定のパラメータとして他のものが用いられているような場合におい
ても、本発明を適用することが可能である。
【０１０９】
　ただし、推定勾配の誤差の発生により、駆動と制動の交互の断続的作動を招き易くなる
。このため、要求車軸トルクと路面勾配トルクとからフィードフォワードトルクを演算し
、フィードバックトルクとしてパワトレフィードバックトルクおよびブレーキフィードバ
ックトルクを出力させるような前後加速度制御装置に対して、上記各請求項に記載の発明
を適用すると特に効果が大きい。
【符号の説明】
【０１１０】
　１…加速度要求部、２…調停器、３…前後方向制御部、３ａ…ジャーク制御部、３ｂ…
トルク変換部、３ｃ…フィードフォワード制御器、３ｄ…規範モデル記憶部、３ｅ…微分
器、３ｆ…フィードバック制御器、３ｇ…トルク変換部、３ｈ…推定勾配信頼度算出部、
３ｉ…フィードバックトルク補正部、３ｊ…トルク変換部、３ｋ…推定勾配トルク補正部
、３ｍ…分配器、４…パワトレ制御部、５…ブレーキ制御部
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